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医師の師訓と応召義務
　VS　医師の働き方改革

医師師訓：「医師は、自ら天職をよく
承知していなければならぬ。ひとたび、
この職務を選んだ以上、もはや医師は、
自分自身のものではなく、病める人の

ものである。もしそれを好まぬなら、
他の職業を選ぶがよい。」
応召義務（医師法第19条）：「医師など
の職にある者が、診療行為を求められ
たときに正当な理由がない限り、これ
を拒んではならない。」
　医師師訓と応召義務は、かつて医師
の職業倫理や規範として、我々医師の
みならず、社会的な期待と共に国民に
周知され、医師の過重労働に繋がって
きた側面がある。今までの我が国の医
療は、医師の自己犠牲的な長時間労働

により支えられてきたと言っても過言
ではないし、看過できないとも思う。
　昨今の医療現場においては、患者ト
ラブルに伴う医師の負担感や医師の長
時間労働勤務環境等のために、医師の
健康への悪影響や過労死が問題になっ
ている。そのような中で、医師の働き
方改革に関する検討会において、「医
師も一労働者である」という位置付け
がなされた。であるならば、医師も労
働者として労働基準法等が適応される
ことになる。法律というのは、すべて

の人が、「公平に、平等に」ということ
であろう。
　しかしながら、公平や平等というの
は、すべての人が皆同じであることで
はなく、立場が違えば、皆が同じでは
ないということを、互いに認識するこ
とではないかと思う。ましてや今のコ
ロナ禍において、医師が医師の師訓や
応召義務を無視して、「医師も一労働
者である」と言って、時間外労働をし
ないとするならば、誰が国民の命を守
るのであろうか？� （中尾一久）

　全日病、日本病院会、日本医療法人
協会の３団体は２月16日、新型コロナ
の感染拡大の影響を把握するための
2020年度第３四半期の病院経営状況調
査の結果を記者発表した。第３四半期
においても病院の外来・入院患者の減
少は続いており、病床利用率も前年同
期で３ポイント以上の減少が確認され
た。医業利益率も１～３ポイントの悪
化だ。新型コロナ第三波の到来で第
４四半期のさらなる悪化が避けられな
い見通しだが、政府の緊急包括支援交
付金は、各都道府県で給付にばらつき
があり、全国平均で申請に対し約６割
の入金しかなく、病院経営の改善のた
めに早急な対応が望まれる。
　全日病の神野正博副会長は会見で、
「新型コロナの影響による病院経営の
悪化が改善していない。この間、医療
従事者はエッセンシャルワーカーとし
て働き、ずっと緊張状態の中にある。
新型コロナ患者を増やさない取組みを
続け、重症者を減らし、医療従事者の
負担軽減につなげてほしい」と訴えた。
　３団体に加入する4,410病院に調査
を依頼。回答は1,481病院、有効回答
は1,475病院（有効回答率33.4％）。1,475
病院のうち、新型コロナの重点医療機
関は385病院、協力医療機関は411病院、

診療・検査医療機関は748病院（下表
参照）。新型コロナ患者を受け入れた
病院は10月で29.6％、11月で35.6％、
12月で40.2％。一時的外来・病棟閉鎖
があった病院は10月で7.6％、11月で
10.0％、12月で13.3％となっている。
　赤字病院と黒字病院の割合を2019年
と2020年で比較すると、2019年10月は
全病院で赤字病院の割合が30.1％、
2020年10月は31.8％で大差ない。しか
し2019年11月の32.8％に対し2020年11
月は46.2％、2019年12月の63.7％に対
し2020年12月は65.8％と、再び悪化の
兆しが出始めた。なお、12月は賞与が
費用の人件費に入るため、赤字病院が
増える傾向にある。
　外来・入院患者、手術等をみても、
新型コロナの影響が続いていることが
わかる。特に11月が顕著で、１病院当
たり月平均の外来患者数は2019年の
9,195人に対し2020年は8,285人、入
院患者延数は2019年の6,805人に対し
2020年は6,368人、手術件数（手術室）
は2019年の196件に対し2020年は183件
に減った。一方、緊急手術は2019年の
31件に対し2020年も30件で同水準を維
持した。救急患者受入れ件数は2019年
の459件に対し2020年は385件に減った。
　神野副会長は会見で、「患者の受診

抑制が続き、手術や検査など通常医療
が減少していることは、病院の収入減
の要因でもあるが、住民にとって病気
が進行するリスクが増加することにも
なっている」と指摘した。
　病院の経営指標も11月の対前年比で
の悪化が目立つ。コロナ患者受入れ病
院（513病院）の医業利益率は2019年の
3.8％に対し2020年は0.4％で、3.4ポイ
ントの悪化だ。費用はあまり変わらず、
収益減の影響が大きい。収益全体では
3.6％減、健診・人間ドック等収入は
7.2％減、室料差額・その他医業収入
は4.5％減である。2020年12月の医業
利益率は▲20.2％と二桁の赤字だが、
前年同期比では2.2ポイントの悪化だ
（下図参照）。
　コロナ患者の入院を受け入れていな
病院の医業収益率も2019年11月の
4.6％に対し2020年11月は1.7％で2.9ポ
イントの悪化だ。一時的外来・病棟閉
鎖のあった病院の医業収益率は2019年
11月の3.5％に対し2020年11月は▲
3.5％で７ポイントの悪化。2020年12
月の医業利益率は▲27.8％に及び、対
前年同期比では6.4ポイントの悪化と
なっている。
　冬季賞与については、1,475病院の
うち減額支給した病院が38.1％あった。

新型コロナ患者を受け入れた病院（614
病院）で43.3％、一時的外来・病棟閉
鎖のあった病院（219病院）で41.6％。
　政府の第一次補正予算、第二次補正
予算、予備費による緊急包括支援交付
金など支援の申請に対する入金率は、
全体で59.7％。1,334病院の申請額5,568
億円に対し入金額は3,326億円となっ
ている。ただ、都道府県によるばらつ
きも大きい。最も高いのは東京都の
87.8％だが、最も低い徳島県は24.4％。
一方、都道府県独自支援策は417病院
を対象に、申請額174億円に対し入金
額は136億円で入金率は78.2％。
　４月から12月の経営指標もまとめた。
９カ月間のデータがある病院（911病
院）の医業利益率は、2019年の▲1.0％
に対し2020年は▲5.6％で4.6ポイント
の悪化。うち新型コロナ患者を受け入
れた病院（498病院）は2019年の▲1.3％
に対し2020年は▲6.5％で5.1ポイント
の悪化、コロナ患者を受け入れていな
い病院（413病院）は2019年の0.6％に対
し2020年は▲1.5％で2.1ポイントの悪
化。これに支援金を加味すると、全体
で1.1ポイント、コロナ患者受入れ病院
で1.0ポイント、受入れなし病院で1.4
ポイントまでマイナス幅は縮小した。
　これらの結果を踏まえ、全日病の津
留英智常任理事は同会見にて、「いま
新型コロナ患者は減少傾向にあるが、
病院・介護施設でのクラスター発生が
増えているのを大変心配している。ワ
クチン接種体制を含め行政も病院も手
一杯の状況だが、１、２月での悪化が
懸念される次の四半期の状況を踏まえ、
適切な支援を行ってほしい」と求めた。

病院の医業利益率は１～３ポイント悪化
３病院団体 第３四半期の病院経営状況調査の結果を記者発表

第9回臨時総会　開催のご案内
下記日程で第9回臨時総会を開催します。

公益社団法人 全日本病院協会　会長　猪口雄二
□第9回臨時総会
日時　2021年3月27日（土）
　　　午後1時～午後2時（予定）
会場　全日本病院協会　大会議室
　　　東京都千代田区神田猿楽町2－8－8
　　　住友不動産猿楽町ビル7F
　　　Tel. 03-5283-7441

目的事項
　報告事項
　　（1）  2021年度事業計画について

（2）  2021年度予算について
（3）   2020年度事業計画の一部変更に

ついて
（4）  2020年度補正予算について
（5）  理事の辞任について
（6）  その他

本号の紙面から

地域医療構想ＷＧを開催� ２面

改正医療法案めぐり議論� ３面

新型コロナ対応病院への支援
� ４・５面

コロナワクチンの接種体制� ６面

費用対効果評価制度の運用� ７面

介護報酬改定の概要� ８面
■回答病院の内訳
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　全日病の会員病院（以下、会員）は、
規模は中小病院から大病院まであり、
さらにその医療機能も多岐にわたって
いる。よって、それぞれの地域におけ
る役割は異なっているが、唯一共通す
る点は、その多くが民間病院であり、
これまで補助金等の支援もなく、その
上、大半に法人税等が課せられている
ことである。一方で公立・公的病院は、
すべて非課税であり、さらに公立には
多額の繰入金が入る。当然、民間病院
は、公立・公的病院に比べ相対的に経
営基盤が弱い。このコロナ禍にあって

厳しい経営に先行きを危惧している会
員も多い。
　そのような中、感染拡大の第３波が
起こり、再度の緊急事態宣言が出され、
マスコミ等から、新型コロナ受入病院
（以下、受入病院）の割合が民間病院
は少ないと、病床逼迫の原因であるが
如き、一方的な報道がなされ残念な思
いをされた会員も多いと思う。しかし、
改めて新型コロナ受入実績ありの病院
数（民間の地域医療支援病院含）を見
直した集計（１月10日）では、全国で
民間793、公立439、公的465と民間病

院が最も多く、大きな誤解であったこ
とが分かる。民間の受入病院は、風評
被害など経営環境の悪化等を覚悟の上
で、使命感を持っての受入である。さ
らに、その他の民間病院においても、
近隣の受入病院と協力して、新型コロ
ナ以外の救急患者を積極的に分担して
いる病院も多い。
　さて、新型コロナ発生から１年が経
ち、多くの知見を得た。その中で医療
関係者が理解を深める必要があるのは、
新型コロナ患者は、症状が軽快し退院
基準を満たしていれば感染力は極めて
低くなり、日常の医療に適用している
スタンダードプリコーションを行って
いれば、厳格なゾーニングの必要もな
いことである。現在、新型コロナ患者
の中には高齢者が増えてきており、急

コロナ禍における民間病院の役割
性期を過ぎ退院基準を満たしても体力
や身体機能低下など引き続き入院加療
を要する場合も多く、転院先となる回
復期医療やリハビリを提供できる後方
支援病院の確保が喫緊の課題となって
いる。
　そのような中、１月の理事会・常任
理事会・支部長会合同会議において、
まだ続くであろうコロナ禍にあって、
会員病院の中で大病院は積極的に受入
病院となり、ゾーニングが難しい中小
病院は地域の受入病院の後方支援病院
としての存在意義を示そうという前向
きな意見が相次いだ。このように民間
病院が新型コロナに積極的に関わるこ
とが、今後の医療提供体制の議論の中
で重要な意味を持つことは論を俟たな
い。� （織田正道）

　厚生労働省の地域医療構想に関する
ワーキンググループ（尾形裕也座長）
は２月12日、地域医療構想の実現に向
け、公立・公的病院の再編統合を求め
る対応方針の再検証における、人口
100万人以上の構想区域の取扱いを了
承した。
　人口100万人以上の構想区域は、病
院数など医療資源の密度が他の人口規
模の区域と比べ相当高く、今後も医療
需要が増大する見通しにある構想区域
も多いという事情がある。このため、
「類似かつ近接」の指標による病院選
定での再検証は当面求めないことにし
た。各々で現状の病院の診療実績を分
析するなど、役割を再確認するなどの
対応を図ることになる。
　同ワーキンググループがこれまで議
論してきた地域医療構想の実現に向け
た取組みでは、病院の診療実績を分析
し、（A）がん・心疾患・脳卒中など９
領域すべてで診療実績が特に少ない
（B）がん・心疾患・脳卒中など６領域
すべてで医療機能が「類似かつ近接」
に該当する─という２つの指標を採用
した。それを使って、診療実績の乏し
い公立・公的病院を抽出し、再編統合
などの再検証を要請する病院を選ぶ作
業を行った。
　その結果、厚労省は、2019年９月26
日の同ワーキンググループで、424の
公立・公的病院が再検証の要請対象に
なったとの試算結果を示した。
　その際、人口100万人以上の構想区
域は分析結果の適用が難しく、除いて
いる。また、424の公立・公的病院の
再検証の要請については、新型コロナ
の感染拡大の状況を受け、当初の再検
証の期限を先延ばししている状況にあ
る。
　今回、厚労省は人口100万人以上の
構想区域の分析結果を示した。なお、
人口100万人以上でも（A）の指標に関
しては、そのまま適用される。数十病
院の公立・公的病院が該当する。問題
は、（B）の指標による病院の選定が妥
当であるかということになる。（B）の
「類似かつ近接」とは、６領域すべて
で類似の機能を持つ病院が、自動車で
20分以内の近い距離にあることを示し
ている。
　人口100万人以上の構想区域をみる
と、医療資源が他の構想区域と比べ、
相当高いことがわかる（右表参照）。人
口50万人以上100万人未満の構想区域
より、小さい面積の中に、約２倍の病
院が存在する傾向がある。特に、民間
病院が多く、公立・公的を合わせた平
均の10.5病院に対し、民間は67.2病院

となっている。
　民間の療養病床（2,992床）が多いの
も特徴である。ただ、日本医療法人協
会会長代行の伊藤伸一委員は、「人口
比でみれば、人口100万人以上の構想
区域の療養病床は決して多くはない」
と指摘した。
　「類似かつ近接」の分析では、「99％
の病院で同一構想区域内に車で20分以
内に別の病院がある」、「車で20分圏内
に10を超える他病院がある病院が半数
以上を占める」ことなどがわかった。
また、人口100万人以上の半数以上の
構想区域で、今後も人口が増加し、高
齢者を中心に医療需要の増大すること
が見込まれる。
　このため、現時点で人口100万人以
上の構想区域で「類似かつ近接」の指
標によって、再検証を要請する公立・
公的病院を選ぶことは難しいとの結論
になった。
　全日病会長の猪口雄二委員は、結論
には同意しつつ、「人口100万人以上の
構想区域にある人口や病院数は、全国
でも相当数を占める。そのままでよい
わけではない。もう少し小さい規模で
議論するため、二次医療圏の見直しも
含め構想区域を小分けにするなど、何
かよい方法を考える必要がある」と述
べた。

タになるなど、様々な変更点があるた
めだ。公費レセプトも対象に加えるな
ど実態把握の精度を向上させる考えだ。
具体的には、2021年度の診療実績を
2022年10月に報告することになる。
　一方で、活用頻度の低い報告を除外
することや、国から提供されたデータ
については、コンピュータのシステム
上、自動的に月別・病棟別に報告様式
に反映されるよう運用上の工夫も行う
としている。猪口委員は、「新型コロ
ナで医療機関は疲弊している。作業量
を増やさないようお願いしたい」と厚
労省に求めた。
　また、報告項目の見直しでは、「稼
働病床数」の取扱いなどが論点となっ
ている。病床機能報告における「稼働
病床数」は、「過去１年間に最も多くの
入院患者を収容した時点で使用した病
床数」と定義されている。
　逆に言えば、一度も入院患者を収容
しなかった病床数を除いた病床数だが、
猪口委員は、「１日でも使ったらカウ
ントされるというのは不合理」と指摘。
「許可病床数」とほぼ近似していると
いうこともあり、削除する方向で検討

を進めることになった。

箱モノより人の確保がより重要
　「重点支援区域」の報告もあった。厚
労省は新型コロナ禍を踏まえ、全国一
律のスケジュールを設定して、地域医
療構想の推進を求めることはしないも
のの、地域の判断による取組みに対し
ては、財政的・技術的な支援を実施す
るとの姿勢を明確にしている。その代
表的なものが「重点支援区域」だ。こ
れまで11道県14区域が選定されている。
　全日病副会長の織田正道委員は、地
域医療構想の推進において、回復期・
慢性期の地域医療構想の推進の議論が
深まっていないにもかかわらず、柳井
構想区域（山口県）への支援が、回復期・
慢性期のみの病床転換となっているこ
との理由を質問した。厚労省からは、
「島が含まれていて特殊」という以外
に明確な回答はなかった。
　また、支援全体の考え方として、織
田委員は、「箱モノをいくら整備して
も、医師・看護師などが集まらなけれ
ば意味がない」と、医療従事者の確保
がより重要と強調した。

人口100万人以上の区域の「類似かつ近接」の分析は困難
厚労省・地域医療構想WG 診療実績の乏しい公立・公的病院の再編統合

病床機能報告制度を通年データに
　2021年度以降の病床機能報告
制度が議題となった。これまで
６月単月の診療実績データだけ
を報告していたのが、通年デー
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病床機能再編支援補助金の内示額（2020年度）
� 単位:百万円

北海道 293 大阪府 229

青森県 75 兵庫県 144

岩手県 147 和歌山県 146

宮城県 259 島根県 81

秋田県 343 岡山県 243

山形県 394 広島県 430

福島県 48 山口県 266

茨城県 19 徳島県 27

千葉県 3 愛媛県 101

石川県 70 高知県 190

福井県 125 福岡県 470

長野県 303 佐賀県 72

岐阜県 74 長崎県 41

静岡県 187 熊本県 486

愛知県 61 大分県 70

三重県 130 鹿児島県 304

京都府 228 合計 6,060

　厚生労働省は２月８日の社会保障審
議会・医療部会（永井良三部会長）に、
医師の働き方改革や医師養成課程の見
直し、新型コロナを踏まえた医療計画
の見直し、地域医療構想を推進するた
めの支援、外来機能報告制度の創設な
どを盛り込んだ医療法等改正法案が閣
議決定され、国会に提出されたことを
報告した。
　委員からは、法案成立後も制度の具
体化に際し、様々な検討課題があるこ
とから、地域の医療提供体制、医師や
医療従事者のキャリア形成に大きな影
響を与えると考えられる改革の実現に
向け、様々な意見や要望、懸念が示さ
れた。
　特に、議論では、医師養成課程の見
直しにより、共用試験（臨床実習前
OSCE（Objective Structured Clinical 
Examination）、CBT（Computer 
Based Testing）に合格した医学生が
臨床実習として医療を行うことができ
る旨を明確化することについて、歓迎
する意見とあわせ、医師の質が下がり
かねないことや医療事故が発生した場
合への懸念が示された。
　全国市長会の久喜邦康委員（埼玉県
秩父市長）は、医師の質が下がりかね
ないことへの不安を表明。診療参加型
の実習で、student doctorが医療事故
を起こしてしまった場合などの対応を
質問した。

　厚労省は、医療事故が生じた場合の
対応は個別事案により異なることや、
責任の所在は医療機関の診療体制によ
るとしつつ、今後詳細な検討が必要に
なるとした。ささえあい医療人権セン
ターCOML理事長の山口育子委員は、
医療系大学間共用試験実施評価機構

（CATO）の理事の立場で、医学部卒
業時に一定の臨床能力を備えているこ
とが、国際的な医学部教育の流れであ
ることなどを説明した。
　全日病副会長の神野正博委員は、「今
回の改革は、医師国家試験のあり方を
真剣に検討することが大前提になる」
と指摘。医学部５・６年次の診療参加
型臨床実習を重視し、医学部から臨床
研修への流れをシームレスにするため
にも、医学知識習得に偏っていると指
摘される医師国家試験の見直しが不可
欠と強調した。国立病院機構理事長の
楠岡英雄委員は、「student doctorが制
度化されれば、臨床研修の見直しも課
題になる」と述べた。

地域医療構想を推進する新たな支援
　地域医療構想については、新型コロ
ナの感染拡大を踏まえ、全国一律で工
程を決めて推進することは困難としつ
つ、2025年に向け着実に病院の再編統
合などに取り組むとの姿勢は、厚労省
の「地域医療構想に関するワーキング
グループ」などで確認している。

　厚労省は、取組みを進めることので
きる地域や病院に対して、重点的な支
援を実施する構えだ。
　今回の法案に関わる支援としては二
つある。一つは、2020年度に創設した

「病床機能再編支援事業」である。2020
年度は一般財源で195億円を措置した
が、今後は同水準の財源で、消費税財
源を活用した地域医療介護総合確保基
金における全額国負担の事業として、
位置づけ、そのための改正を行う。
　「病床機能再編支援事業」は、地域
医療構想調整会議等の合意を踏まえ、
病床機能を再編し、自主的な病床削減
や病院統合を行う医療機関に対し、財
政支援を実施するもの。2021年度も
195億円（全額国庫負担）を確保したが、
右下表をみると、2020年度の内示額は
合計60.6億円にとどまっている。新型
コロナの影響と考えられる。
　もう一つは、病院の再編に関する税
制優遇制度だ。厚生労働大臣が認定す
る複数医療機関の再編・統合の計画に
基づき取得した不動産に関し、登録免
許税を優遇する。再編計画については、
地域医療構想調整会議において、地域
医療構想と整合性がとれているもので
あるかの協議を事前に実施する必要が
あるとしている。
　日本医療法人協会会長の加納繁照委
員は、「特に大都市においては、民間
の中小病院が様々な役割を果たしてい

る。病院の再編が公立・公的の大病院
建設になって、民間病院を圧迫するこ
とのないよう対応してほしい」と述べ
た。
　なお、このような内容を含む「良質
かつ適切な医療を効率的に提供する体
制の確保を推進するための医療法等の
一部を改正する法律案」の概要をみる
と、◇長時間労働の医師の労働時間短
縮及び健康確保のための措置の整備等

（2024年４月１日に向け段階的に施行）
◇医療関係職種の業務範囲の見直し

（2021年10月１日施行）◇医師養成課
程の見直し（2025年４月１日、2023年
４月１日施行）◇新興感染症等の感染
拡大時における医療提供体制の確保に
関する事項の医療計画への位置付け

（2024年４月１日施行）◇地域医療構
想の実現に向けた医療機関の取組の支
援（2021年４月１日施行）◇外来医療
の機能の明確化・連携（2022年４月１
日施行）◇持ち分の定めのない医療法
人への移行計画認定制度の延長（公布
日施行）─が盛り込まれている。

医療法等改正法案成立後の制度化に向け様々な意見
社保審・医療部会 医師養成課程の改正に伴い国家試験や医学教育の見直しも必要

　厚生労働省は２月16日の事務連絡で、
新型コロナ回復患者を受け入れた介護
保険施設が介護報酬の特例的な加算を
算定できるとの取扱いを示した。具体
的には、退所前連携加算（500単位）を
30日間、算定できるようにする。受入
れでは、定員超過減算が適用されず、
指定等基準、基本サービス費・加算の
施設基準における柔軟な取扱いも適用
される。

　同日の閣議後会見で田村憲久厚労相
は、「新型コロナから回復した患者を
受け入れる医療機関に対しては、今ま
でいろいろな対応ということで、診療
報酬の加算等もしてきた。医療機関だ
けでなく、新型コロナウイルス感染症
基本対処方針にも書いてあるが、高齢
者施設での受入れを促進することもお
願いしており、これをさらも促進する
意味もあり、介護報酬上の特例的な評

価を行う」と述べた。
　事務連絡（新型コロナウイルス感染
症に係る介護サービス事業所の人員基
準等の臨時的な取扱いについて（第18
報））によると、対象となるのは介護
保険施設（介護老人福祉施設（地域密
着型介護老人福祉施設入所者生活介護
を含む）、介護老人保健施設、介護療
養型医療施設、介護医療院）。医療機
関から、新型コロナウイルス感染症の

退院基準を満たした患者（当該介護保
険施設から入院した者を除く）を受け
入れた場合に算定できる。
　「当面の間のコロナ陽性時に治療に
当たっていた入院医療機関や行政との
連携」、「入院以前に利用していたケア
マネ等とのサービスの調整のために行
う、利用していたサービスの確認とそ
れを踏まえたサービス提供」、「健康観
察・健康管理など看護師等の専門職に
よるケアも含めた体制整備」を適切に
評価するものとしている。適用は２月
16日から。ただし、特例加算を２・３
月に算定しても、請求は５月審査分以
降となる。

コロナ回復患者の受入れを介護施設で評価
事務連絡 30日間、退所前連携加算（500単位）を算定可に
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　政府は、新型コロナウイルス感染症に対応するための医療提供体制を確保するため、第１次、第２次の補正予算と予備費により、新型コロナウイルス感染症緊
急包括支援交付金などで約３兆円を措置した。これに加えて、第３次補正予算では交付金を増額したほか、国の直接執行による診療・検査医療機関などへの感染
拡大防止の補助や、重点医療機関に医師・看護師等を派遣する場合の派遣元医療機関に対する補助の倍増などを実施した。
　昨年11月以降の第３波の感染拡大では、12月25日に国の直接執行による予備費の活用で新型コロナ患者の受入病床を割り当てられた医療機関に対し、受入体制
強化のための補助を実施。１月７日には、新型コロナ患者のための病床を新たに割り当てられた場合の加算を創設した。
　第１次、第２次、第３次の補正予算による支援策をまとめた。

【資料】新型コロナウイルス感染症に伴う医療機関の支援策

 第１次補正予算（2020.4）
①新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の創設　国費1,490億円
　診療報酬では対応が困難な空床確保、宿泊療養の体制整備、応援医師等派遣などを支援

②診療報酬の特例的な対応　重症の新型コロナ患者への一定の診療の評価を２倍に引き上げ　など

③マスク、ガウン、フェイスシールド、消毒用エタノール等の確保、医療機関への配布、人工呼吸器の輸入･国内増産による確保

 第２次補正予算（2020.6）
①新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の増額及び対象拡大（全額国費により措置）　16,279億円
●既存の事業メニューについて、事態長期化・次なる流行の波への対応として増額　3,000億円
　そのほか、１次補正の都道府県負担分（1,490億円）を国費で措置
●新規の事業メニューとして、以下の事業を追加　11,788億円
　①重点医療機関（新型コロナウイルス感染症患者専用の病院や病棟を設定する医療機関）の病床の確保等　4,728億円
　�　新型コロナウイルス感染症患者対応のため、重点医療機関として病床を整備した医療機関に対し、患者の
迅速な受入体制確保の観点から、患者を受け入れていない病床に対する空床確保料として、相当額を補助する。
　　医療機関の定義
　　　重点医療機関：新型コロナ患者専用の病院や病棟を設定する医療機関　　｝都道府県が指定　　　協力医療機関：新型コロナ疑い患者専用の個室病床を設定する医療機関
　　　一般の医療機関：重点医療機関・協力医療機関以外の医療機関
　　補助単価
　　　重点医療機関・協力医療機関：ICU�30.1万円、HCU�21.1万円、その他�5.2万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　※療養病床である休止病床は1.6万円
　　　一般の医療機関：ICU�9.7万円、重症者・中等症者病床�4.1万円、その他�1.6万円
　　院内感染が発生した医療機関：�院内感染により、実質的に専用病棟となっている医療機関について、都道府県が認めた場合、遡及して都道府県が認めた期間、重

点医療機関として指定されたものとみなす
　②重点医療機関等における超音波画像診断装置、血液浄化装置、気管支ファイバー等の設備整備の支援　30億円
　　整備対象設備：超音波画像診断装置、血液浄化装置、気管支ファイバー、撮影装置、生体情報モニター�等
　③患者と接する医療従事者等への慰労金の支給
　　�　都道府県から役割を設定された医療機関等に勤務し、患者と接する医療従事者や職員に対し、慰労金として最大20万円を給付する（その他病院、診療所等に勤

務し患者と接する医療従事者や職員に対し、慰労金として５万円を給付する。）
　④新型コロナウイルス感染症疑い患者受入れのための救急・周産期・小児医療機関の院内感染防止対策　1,518億円
　⑤医療機関・薬局等における感染拡大防止等のための支援　2,589億円

②診療報酬の特例的な対応（２次補正とは別途の措置）
　重症・中等症の新型コロナウイルス感染症患者の増加に対応可能な医療体制の構築に向けて、患者の診療に係る実態等を踏まえ、特例的に以下の対応をすることと
する。（令和２年５月26日付け事務連絡発出）
　①重症・中等症の新型コロナウイルス感染症患者に対する診療の評価の見直し
　　●重症の新型コロナウイルス感染症患者について、特定集中治療室管理料等を算定する病棟に入院している場合の評価を３倍に引き上げる。
　　　※例：特定集中治療室管理料３（平時）9,697点�→�臨時特例（２倍）19,394点�→�更なる見直し（３倍）29,091点
　　●中等症の新型コロナウイルス感染症患者について、救急医療管理加算の３倍相当（2,850点）の加算を算定できることとする。
　②重症・中等症の新型コロナウイルス感染症患者の範囲の見直し
　　●重症患者の対象範囲について、医学的な見地からICU等における管理が必要な患者を追加する。
　　●中等症患者の対象範囲について、医学的な見地から急変に係るリスク管理が必要な患者を追加する。
　③長期・継続的な治療を要する新型コロナウイルス感染症患者に対する診療の評価
　　●中等症患者のうち、継続的な診療が必要な場合には、救急医療管理加算の３倍相当の加算について、15日目以降も算定できることとする。
　　●�新型コロナウイルス感染症から回復した患者について、転院を受け入れた医療機関への評価を設ける。重症・中等症の新型コロナウイルス感染症患者の範囲の

見直し
　④疑似症患者の取扱いの明確化
　　●�新型コロナウイルス感染症の疑似症として入院措置がなされている期間については、今般の新型コロナウイルス感染症患者に対する特例的な取扱いの対象とな

ることを明確化する。

③福祉医療機構の優遇融資の拡充等　貸付原資として1.27兆円を財政融資
　　●貸付限度額の引上げ：｢病院7.2億円、老健１億円、診療所4,000万円｣又は｢当該医療機関の前年同月からの減収の12か月分｣の高い方
　　●無利子・無担保融資の拡大：｢病院１億円、診療所4,000万円｣又は｢当該医療機関の前年同月からの減収の２か月分｣の高い方
　　●６月の資金繰り対策としての診療報酬の概算前払い

 予備費を活用した更なる支援（2020.9）
　一次・二次補正による医療機関等支援（計1.78兆円）に加え、新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる医療機関の安定的な経営を図るとともに、インフルエンザ
流行期に備えた医療提供体制を確保するため、予備費を活用し、緊急的に更なる支援を行う。１兆1,946億円

①新型コロナウイルス感染症患者の病床・宿泊療養体制の整備　7,394億円
　新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金を増額し、10月以降分の病床や宿泊療養施設を確保するための経費を補助する。

②新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる特定機能病院等の診療報酬・病床確保料の引上げ　1,690億円
　新型コロナウイルス感染症患者の入院に係る診療報酬の更なる引上げを特例的に行う。また、緊急包括支援交付金を増額し、手厚い人員で対応する特定機能病院等
である重点医療機関の病床確保料等を引き上げる。
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　●診療報酬の特例的な対応：�中等症患者のうち、呼吸不全管理を要する中等症以上の新型コロナウイルス感染症患者について、救急医療管理加算の５倍相当（4,750
点）を算定できることとする。

　●重点医療機関の体制整備（特定機能病院等の病床確保料の更なる引上げ）�緊急包括支援交付金の増額�（予算額：1,679億円）
　　・�緊急包括支援交付金を増額し、手厚い人員で対応する特定機能病院等である重点医療機関の病床確保料について、診療報酬の引上げに合わせるとともに、特定

機能病院入院基本料等を踏まえて引き上げる。
　　　※�特定機能病院と同程度に新型コロナの重症患者を受け入れている病院についても、特定

機能病院と同様に病床確保料を引き上げる。（ECMOによる治療を行う患者が延べ３人
以上の月又は人工呼吸器による治療を行う患者が延べ10人以上の月がある医療機関）

　　・�特定機能病院等以外の重点医療機関の病床確保料について、診療報酬の引上げに合わせて
引き上げる。

　　　※４月１日に溯って適用

③インフルエンザ流行期への備え
　●インフルエンザ流行期における発熱外来診療体制確保支援　2,170億円
　�　都道府県の指定に基づき専ら発熱患者等を対象とした外来体制をとる医療機関について、体
制確保のための補助を行う。また、発熱患者の電話による相談を受ける医療機関等に対して、
相談に要する費用を補助する。
　インフルエンザ流行期に備えた発熱患者の外来診療・検査体制確保事業　国による直接執行　2,068億円
　�　都道府県の指定を受けた診療･検査医療機関（仮称）が、発熱患者等専用の診察室（時間的･空間的分離を行い、プレハブ･簡易テント･駐車場等で診療する場合を
含む）を設けて、発熱患者等を受け入れる体制をとった場合に、外来診療･検査体制確保に要する費用を補助する。
　補助基準額　13,447円×（受入時間に応じた基準患者数－実際の発熱患者等の受診患者数）
　　・基準となる患者数は、１日あたり20人を上限として、体制確保時間に応じて設定。
　　・実際の受診患者が上記基準より少ない場合に、その人数に応じて補助金を交付。

　　　※自院のかかりつけ患者や自院に相談のあった患者のみを受け入れる場合は、基準患者数の１日あたり上限は５人。
　　　※実際には全く発熱患者等の受診を受け入れない場合は補助を減額。
　インフルエンザ流行期に感染症疑い患者を受け入れる救急医療機関等の支援　国による直接執行　682億円
　　都道府県の登録に基づき発熱した救急患者等の新型コロナウイルス感染症疑い患者を受け入れて診療を行う救急・周産期・小児医療機関に対する支援を行う。
　補助基準額　　　・�許可病床199床以下 1,000万円
　　　　　　　　　・許可病床200床ごとに 200万円を追加
　　　　　　　　　・新型コロナ患者入院受入割当医療機関の場合は上限額に 1,000万円を追加

④医療資格者の労災給付の上乗せを行う医療機関への補助　10億円
　新型コロナウイルス感染症への対応を行う医療機関において、勤務する医療資格者が感染した際に労災給付の上乗せ補償を行う民間保険に加入した場合に、保険料
の一部を補助する。

 第３次補正予算（2020.12）
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえ、第３次補正予算を活用して、重症患者等の病床確保をはじめ、地域の医療提供体制を守るための措置に万全を期す。

①更なる病床確保のための新型コロナ患者の入院受入医療機関への緊急支援（＋加算措置の追加）　国による直接執行　12/25予備費　2,693億円
　感染者の急増により、新型コロナ患者を受け入れる病床が一部の地域で逼迫し始めている中で、さらに必要となる新型コロナ患者の受入病床と人員を確保するため、
今年度中の緊急的な措置として、新型コロナ患者の受入病床を割り当てられた医療機関に対して、新型コロナ対応を行う医療従事者を支援して受入体制を強化するた
めの補助を行う。
補助基準額
○確保病床数に応じた補助（①～③の合計額）
　①重症者病床数×1,500万円
　②その他病床数×450万円
　③協力医療機関の疑い患者病床数×450万円
　　※2020年12月25日から2021年２月28日までの
　　　最大の確保病床数

②重症患者等の受入病床確保の支援
　●新型コロナからの回復患者の転院支援【国費：2.5億円】
　�　新型コロナウイルス感染症から回復した後、引き続き入院管理が必要な患者を受け入れた医療機関において、必要な感染予防策を講じた上で入院診療を行った場
合の評価を３倍に引き上げる。
　　※これまでの臨時特例�二類感染症患者入院診療加算（１倍）250点�→�今回の見直し�二類感染症患者入院診療加算（３倍）750点
　●重点医療機関への医師・看護師等派遣の支援強化【既存予算により対応】
　�　医師･看護師等を新型コロナ患者受入医療機関に派遣する場合、新型コロナ緊急包括支援交付金により、派遣元医療機関等への補助が可能であるが、これを更に
支援するため、重点医療機関に派遣する場合の補助上限額を引き上げる。
　　（医師 １時間7,550円→15,100円、医師以外の医療従事者 １時間2,760円→5,520円、業務調整員 １時間1,560円→3,120円）

②地域の医療提供体制を守るための感染防止等
　●小児科等への支援　診療報酬の特例評価　【国費：68億円】　３次補正予算（2021年３月まで）の額（2021年４月～は当初予算に計上）
　　小児特有の感染予防策を講じた上で外来診療等を実施した場合、初再診に関わらず患者毎に
　　・医科においては、100点（2021年10月からは、50点）
　　・歯科においては、55点（2021年10月からは、28点）
　　・調剤についても、12点（2021年10月からは、６点）
　　　に相当する点数を、特例的に算定できる。

新型コロナウイルス感染症を踏まえた診療に係る特例的な対応（2021年4月～）　2021年度予算
　�「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き・第４版」等を参考に感染予防策を講じることについて、以下の点数に相当する加算等を算定できることと
する。
　◆初診・再診（医科・歯科）等については、�１回当たり５点
　◆入院については、入院料によらず、１日当たり10点
　◆調剤については、�１回当たり４点
　◆訪問看護については、�１回当たり50円

（１月７日付けの交付要綱改正）
○緊急事態宣言が発令された都道府県において、緊急的に新たに受入病床を確保する観点からの加算

［今般の予備費の適用以降新たに割り当てられた確保病床数（新型コロナ患者の］×450万円の加算※2

　重症者病床数及びその他病床数）※1

※1　2020年12月25日から2021年２月28日までに新たに割り当てられた確保病床
※2　緊急事態宣言が発令されていない都道府県も新規割当分について300万円の加算

⧻
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　厚生労働省は２月10日の中医協総会
（小塩隆士会長）に、患者申出療養制
度の実施状況を報告した。2020年度

（2019年７月１日～ 2020年６月30日）
の間に認められていた患者申出療養は
７技術。このうち、「経皮的乳がんラ
ジオ波焼灼療法（早期乳がん）」（臨床
研究中核病院＝国立がん研究センター
中央病院）の実施件数が39件で最も多
かった。７技術のうち、２技術は実施
件数がゼロ件だった。
　2020年度に認められていた患者申出
療養は以下のとおり。
◇パクリタキセル腹腔内投与及び静脈
内投与並びにＳ―１内服併用療法（腹
膜播種又は進行性胃がん）（臨中病院＝
東京大学医学部附属病院）
◇耳介後部コネクターを用いた植込み
型補助人工心臓による療法（臨中病院
＝大阪大学医学部附属病院）
◇リツキシマブ静脈内投与療法（難治
性天疱瘡）（臨中病院＝慶應義塾大学病

院）
◇インフィグラチニブ経口投与療法

（進行固形がん）（臨中病院＝名古屋大
学医学部附属病院）
◇経皮的乳がんラジオ波焼灼療法（早
期乳がん）（臨中病院＝国立がん研究セ
ンター中央病院）
◇マルチプレックス遺伝子パネル検査
による遺伝子プロファイリングに基づ
く分子標的治療（根治切除が不可能な
進行固形がん）（臨中病院＝国立がん研
究センター中央病院）
◇トラスツズマブ エムタンシン静脈
内投与療法（乳房外パジェット病）（臨
中病院＝慶應義塾大学病院
　2020年度の実績をみると、「経皮的
乳がんラジオ波焼灼療法（早期乳が
ん）」が39件で最も多く、次いで、「マ
ルチプレックス遺伝子パネル検査によ
る遺伝子プロファイリングに基づく分
子標的治療（根治切除が不可能な進行
固形がん）」が20件。一方、「耳介後部

コネクターを用いた植込み型補助人工
心臓による療法」と「トラスツズマブ 
エムタンシン静脈内投与療法（乳房外
パジェット病）」はゼロ件である。
　７技術の総金額は約６千万円。うち
保険外併用療養費である保険診療分が
約３千万円、患者申出療養分が約
３千万円。患者申出療養分が総金額に
対して占める割合は52.4％となってい
る。患者申出療養分は原則自費負担だ
が、抗がん剤などは製薬企業から無償
提供される場合が多く、自費負担は比
較的低く抑えられている。

成熟化に向け発展途上の段階
　厚労省と、規制改革推進会議など混
合診療の解禁を推進する勢力との激し
い議論の末に、2016年度から始まった
患者申出療養制度は、先進的な医療を

「身近な医療機関でも迅速に受けられ
るようにすること」も狙いの一つだっ
たが、現状では、先進医療を実施する

ような大病院以外では実施されず、普
及したとは言えない状況にある。
　「経皮的乳がんラジオ波焼灼療法（早
期乳がん）」についても、乳房への侵
襲性の低さが注目される一方で、「標
準医療」と比べ治療効果の優位性は認
められておらず、「再発リスクが高い
可能性がある」との指摘がある。技術
を承認している患者申出療養評価会議
では、「まだ制度の成熟化に向け発展
途上の段階」（福井次矢座長）との認識
で議論が進められている。
　過去５年間の実績をみると、2020年
度は７技術が24施設で実施され、患者
数は78人、総金額は約６千万円。2019
年度は７技術が24施設で実施されたの
は同じだが、患者数は38人で少なく、
総金額は約５千万円だった。制度開始
後初の実績の2017年度は、４技術が21
施設で実施され、患者数は111人、総
金額は約2.2億円と、現状より患者数
が多かった。

早期乳がんへのラジオ波焼灼療法が31件で最多
中医協総会 2020年度の患者申出療養制度の実施状況を報告

　新型コロナウイルス感染症の収束を目指して、ワクチンの接種がはじまった。米国ファイザー社が開発した新型コロナウイルスワクチンについて承認の可否を
判断する厚生労働省の薬事・食品衛生審議会の部会が２月12日に開かれ、国内の治験結果を検討し、承認を了承した。これを受けて、医療従事者への接種が２月
17日からスタートした。厚労省の説明会資料などから新型コロナウイルスのワクチンの接種体制を確認してみる。

【資料】新型コロナウイルスワクチンの接種体制整備

●改正予防接種法に基づき準備進める
　政府は、新型コロナウイルスのワクチン接種に向
けて、昨年12月に予防接種法を改正し、急ピッチで
準備を進めてきた。
　ワクチン接種の体制整備などを盛り込んだ予防接
種法等改正案は12月２日に参院本会議で全会一致で
可決、成立。新型コロナウイルスを予防接種法の「臨
時接種」の特例に位置づけ、厚生労働大臣の指示の
もと、都道府県の協力により市町村が予防接種を実
施する体制をつくる方針を示した。接種にかかる費
用は無料とし、国が負担。健康被害が生じた場合の
救済措置を設け、製薬企業の損害賠償を国が肩代わ
りする契約を結べるようにした。
　政府は、今年前半までに国民全員分のワクチン確
保を目標とし、米ファイザー、英アストラゼネカ、
米モデルナの３社とワクチンの購入に向けて交渉を
進めてきた。海外製のワクチンを導入する場合も、
国内で実施する治験で安全性と有効性を確認する必
要がある。ファイザーのワクチンが先行して、承認
を受けた。

●ワクチンの接種体制の基本設計
・国の指示のもと、都道府県の協力により、市町村
において予防接種を実施。
・市町村は住民向けの接種体制を構築し、接種を希
望する方は原則、居住地（住民票所在地）の市町村
で接種を受ける。
・ワクチンの接種場所は、医療機関、市町村が設け
る会場いずれでも実施できる。
接種場所の原則と例外
・身近な地域において接種が受けられる仕組みとし
て、市町村は住民向けの接種体制を構築する。
・接種を希望する方は原則、居住地（住民票所在地）
の市町村で接種を受けることとする。
　ただし、長期間入院又は入所している方等、やむ
を得ない事情がある場合には、居住地以外の市町村
で接種を受けることができることとする。

●ワクチンの接種にかかる業務の効率化（事務負担
の軽減）
・新型コロナウイルスワクチンの接種・流通業務を
効率化し、関係者の事務負担を軽減する観点から、
市町村と実施機関（医療機関）の間で締結されるワ
クチン接種の委託契約について、それぞれをグルー
プ化し、グループ同士で包括的な契約（集合契約）
を実施。
・接種券と一体になった接種済証を発行し、接種時
に記入して交付。接種情報は市町村の予防接種台帳

で管理・保存。
・居住地外（住民票所在地外）で接種が行われた場
合には、費用の請求・支払い事務を国保連で代行す
ることにより、市町村や実施機関（医療機関）の負
担軽減を実現。
接種記録
・接種の対象者に対し、接種券と一体になった接種
済証を発行し、接種時に必要事項を記入し交付する。
・接種を受けた者や接種したワクチン等の情報につ
いては、市町村の予防接種台帳で管理・保存する。

●医療従事者等接種の概要
・感染リスク及び医療提供体制の確保の観点から、
医療従事者等を接種順位の上位として接種を実施。
・医療従事者への接種体制は、都道府県が調整し、
医療関係団体や医療機関が協力して確保。
対象者
・感染リスク及び医療提供体制の確保の観点から、
以下を対象として実施。
・病院・診療所・薬局や、自治体等の新型コロナウ
イルス感染症対策業務で、新型コロナウイルス感染
症患者・疑い患者に頻繁に接する業務を行う職員
・新型コロナウイルス感染症患者・疑い患者を搬送
する救急隊員等、海上保安庁職員、自衛隊職員
接種場所
・全国で1,500か所の施設に、２月末までにディー

プフリーザーを配置。
・ディープフリーザーを配置した施設を拠点（基本
型施設）として接種を実施するほか、ワクチンを冷
蔵で近隣の医療機関等（連携型施設）に移送して接
種を実施。
・基本型施設では１か所1,000人以上、連携型施設
では１か所100人以上の接種を想定
先行接種者健康状況調査
・上記に先行して、４万人程度の医療従事者に対し
て先行的に接種を行うとともに、接種後の健康状況
を調査。
・接種後に、症状の有無にかかわらず、健康状況を
調査し、接種後の様々な症状の発生頻度などを早期
に集計して情報提供。
・国が研究班を設置して、調査のために依頼する特
定の医療機関で実施。

●新型コロナウイルスワクチン接種に係る実施体制
の整備（第３次補正予算　5,736億円）
・国の主導のもと、必要な財政措置を行い、住民に
身近な市町村が接種事務を実施し、都道府県は広域
的観点から必要な調整を担う。
事業内容（下図参照）
・新型コロナワクチン接種を実施する医療機関に対
する接種費用等に係る地方公共団体等への補助等
・補助率：国10/10
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　厚生労働省は２月12日の社会保障審
議会医療保険部会（田辺国昭部会長）
に、３月下旬から本格稼働するオンラ
イン資格確認稼働に向けた進捗状況を
報告した。オンライン資格確認に必要
な顔認証付きカードリーダーを申し込
んだ医療機関は28.5％。厚労省は、３
月時点で医療機関の６割程度で導入す
ることを目指してきたが、３割弱にと
どまっている。
　内訳は、病院38.0％、医科診療所
21.0％、歯科診療所23.3％、薬局44.6％。
普及が低調となっている理由のひとつ
に、システムベンダーによるシステム
改修費用の見積もりが過大になり、導
入に踏み切れない医療機関があること
が指摘されている。
　日本慢性期医療協会副会長の池端幸

　中医協総会（小塩隆士会長）は２月
10日、医薬品や医療機器などの費用対
効果評価制度の運用で、中医協総会が
評価結果を決定した後の対象品目の価

彦委員は、「納得できないような見積
もりをベンダーが持ってくることがあ
り、医療機関は導入に二の足を踏んで
いる。厚労省がベンダーに働きかけて
いるというが、これまでのところは、
はっきり言って改善されていない」と
指摘した。
　厚労省の山下護医療介護連携政策課
長は、大手システムベンダーに対して、
見積もりの適正化を依頼しているとし、
「例えば、セットアップに20万円かか
ると書くだけでは医療機関側は納得で
きないので、ベンダーには、何人が時
給いくらで何時間作業するかというこ
とまで見積もりで示し、医療機関が理
解できる内容にするよう伝えている」
と述べた。個別の医療機関からの相談
にも対応しているという。

格調整について、新薬保険収載・四半
期再算定と同じタイミングで審議する
ことを了承した。告示や適用も四半期
再算定等と同様の取扱いとする。

　健康保険組合連合会副会長の佐野雅
宏委員は、患者には、どこの医療機関
がオンライン資格確認を導入している
かがわからないことから、「混乱防止
のため、当面は既存の保険証を使うこ
とが確実だと、被保険者に伝えざるを
得ない」と述べた。国民へのオンライ
ン資格確認制度の周知においては、誤
解を生まない工夫が必要だと指摘した。
　一方、厚労省は、訪問看護のレセプ
トについて、2023年１月からオンライ
ン請求を開始する予定であると報告し
た。協会けんぽ理事長の安藤伸樹委員
は、これに同意した上で、医科と歯科
のレセプト請求を紙媒体や電子媒体で
提出するケースが未だあり、それに対
応するために支払基金と国保連の事務
が非効率的な作業を行っていると指摘。

　医療保険財政に影響を与えかねない
高額な医薬品などが登場してきたこと
を背景に、医薬品や医療機器の公的価
格を費用対効果の程度に応じて、引上

げや引下げを行う費用対効果評価制度
は、本格運用が2019年度から始まって
いる。2021年２月10日時点で、14品目
が対象となっており、分析前協議や公
的分析が行われている状況だ。
　14品目の中で、白血病治療に用いる
キムリア（ノバルティスファーマ）と
COPD（慢性閉塞性肺疾患）の治療薬
に用いるテリルジー 100エリプタ（グ
ラクソ・スミスクライン）については、
評価の最終段階である総合的評価が実
施されている。厚生労働省は年度内に
は、結果を報告できる見通しであると
の見解を示した。
　今後、専門組織による総合的評価が
終了し、中医協総会に報告され、審議
の上、評価が決定される。その後、実
際の価格調整が行われることになるが、
中医協総会での評価の決定後の詳細に
ついては、これまでの議論では、決まっ
ていなかった（左図を参照）。
　今回、厚労省は、ICERの区分など
費用対効果評価の決定後の価格調整や
告示・適用などは、新薬保険収載・四
半期再算定と同じタイミングで審議し、
告示・適用は、四半期再算定と同様の
取扱いとすることを提案し、了承され
た。なお、新薬では告示後の適用は翌
日だが、再算定においては、告示から
３カ月後の月の１日付けで適用される
ことになっており、費用対効果評価の
価格調整の適用は再算定と同様の取扱
いとなる。

顔認証付きカードリーダーの申込が低迷

費用対効果評価の価格調整は再算定等と同じタイミングで

社保審・医療保険部会

中医協総会

オンライン資格確認の進捗状況

キムリアやテリルジーは年度内に評価結果を報告

【主な協議事項】
●正会員として以下の入会を承認した。
奈良県	 	地方独立行政法人奈良県

立病院機構奈良県総合医
療センター

	 院長　菊池英亮
愛媛県	 	社会福祉法人旭川荘旭川

荘南愛媛病院
	 院長　岡部健一
他に退会が3会員あり、正会員は合
計2,541会員となった。
●準会員として以下の入会を承認した。
千葉県	 	医療法人社団靭生会メ

ディカルプラザ市川駅
	 理事長　加藤正二郎
準会員数は合計105会員となった。
●賛助会員として以下の入会を承認し
た。
株式会社みらい
　（代表取締役　萩原直樹）

株式会社マリネックス
　（代表取締役　福田俊郎）
賛助会員は合計109会員となった。
●2021年度会議予定表（案）について
承認した。
●2021年度定時総会に向けた日程（案）
について承認した。
●2020年度事業報告書・事業実績説明
書作業日程（案）について承認した。
●沖縄県支部事務局業務委託覚書の変
更について承認した。
●栃木県支部事務局業務委託覚書の変
更について承認した。
●青森県支部事務局の変更について承
認した。
●佐賀県副支部長の交代について報告
された。
●全日本病院協会災害対応規則の改定
について承認した。
●第62回全日本病院学会	in	岡山の準

備状況について説明を受けて協議し
た。ハイブリッド形式で準備を進め、
新型コロナの感染状況次第で完全
WEBでも対応できるように準備す
ることとした。

【主な報告事項】
●審議会等の報告
「中央社会保険医療協議会総会・薬
価専門部会・調査実施小委員会」、「社
会保障審議会・医療部会」の報告があ
り、質疑が行われた。
●「病院における高齢医療従事者の雇
用・働き方ハンドブック」がまとま
り、オンデマンド配信により普及セ
ミナーを開催していることが報告さ
れた。
●外国人材受入事業（国際人材交流課）
ベトナム人介護技能実習生の入国に
ついて報告があった。

2020年度　第3回理事会・第10回常任理事会の抄録　1月16日

●新型コロナウイルス感染症への対応
に対する寄附金の報告があった。
●病院機能評価の審査結果について
□	主たる機能
　【3rdG:Ver.2.0】~順不同
◎一般病院1
　北海道	 	札幌南一条病院	 更新　
　大阪府	 	摂津ひかり病院	 更新　
　熊本県	 	江南病院	 更新　
◎リハビリテーション病院
　東京都	 	田無病院	 更新　
　鹿児島県	 	八反丸リハビリテーショ

ン病院	 更新　
◎慢性期病院
　栃木県	 	とちぎメディカルセン

ターとちのき	 更新　
　12月４日現在の認定病院は合計
2,123病院。そのうち、本会会員は
869病院と、全認定病院の40.9％を
占める。

●費用対効果評価の分析・評価の流れ

「できる限り早期にオンライン請求を
100％にするよう、紙媒体でのレセプ
ト請求は廃止する方針を出すべき」と
求めた。電子媒体での提出を廃止する
目標年限も定めるべきと主張した。
　また、厚労省は医療保険部会に、２
月５日に政府が健保法等の改正案を国
会に提出したことを報告した。改正案
には、後期高齢者の窓口負担割合を見
直し、２割負担を導入することを盛り
込んでいる。これに関連して、厚労省
は、都道府県別に２割負担となる後期
高齢者の被保険者数を示した。
　２割負担となるのは、高齢者の被保
険者全体のうち、20.5％。都道府県別
にみると、神奈川県28.4％、千葉県
25.8％となり、比較的所得の高い首都
圏では２割負担となる人の割合が高い。
他方で、秋田県12.6％、青森県12.7％
など、東北や九州では２割負担の対象
者割合が低い傾向がある。施行後３年
間の配慮措置は、負担増となる被保険
者の８割が受けられると想定される。
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　社会保障審議会・介護給付費分科会
（田中滋分科会長）は１月18日、田村
憲久厚生労働大臣から諮問があった
2021年度介護報酬改定の告示案を了承
し、答申した。新型コロナウイルス感
染症に対応する特例的な評価として、
全介護サービスの基本報酬に４月から
９月末まで0.1％を上乗せするととも
に、データベース「科学的介護情報シ
ステム（LIFE）」の構築を進め、自立支
援・重度化防止に向けた取組みを進め
る。パブリックコメントを経て、３月
に公布される予定。運営基準等の改正
省令は１月13日に答申され、同25日に
公布された。いずれも施行は４月から。

基本報酬に0.1％を上乗せ
　昨年末の田村厚労大臣と麻生太郎財
務大臣の折衝により、全体の改定率は
プラス0.7％とし、このうち新型コロ
ナウイルス感染症に対応するための特
例的な評価として0.05％（2021年９月
末まで）を当てることが決まった。
　これを踏まえ、原則として全サービ
スの基本報酬を引き上げるとともに、
４月から９月末までの間、全サービス
の基本報酬に0.1％を上乗せして評価
することになった。
　厚労省は、「0.7％はすべて基本報酬
に当てる」と説明している。また、基
本報酬の単位数の引き上げについては、

「経営状況や新型コロナウイルス感染
症の影響により濃淡をつけている」と
した。新たな加算の財源は、既存の加
算の適正化・廃止分を当てるなどして
財源をねん出した。

　例外的に、2023年度末に廃止が決
まっている介護療養型医療施設など、
一部のサービスで基本報酬が引き下げ
となっている。
　９月末までの0.1％の上乗せ評価で
増える単位数分は区分支給限度基準額
の算定にも含まれる。また利用者負担
も増加する。

感染症や災害への対応力を強化
　今回の改定では、新型コロナウイル
スの感染拡大を踏まえ、感染症や災害
への対策強化が柱の一つとされている。
　すべての介護サービス事業者に対し
３年間の経過措置を設定しつつ、感染
症対策の強化を図るための感染症発生
やまん延に関する取組みを求めるほか、
業務継続の強化を図るための BCP（業
務継続計画）の策定を義務づける。
　新型コロナに対応した通所介護の報
酬の特例的な対応は３月末で廃止する
が、感染症などで利用者が減少した場
合、足下の利用者数に応じて柔軟に事
業所規模別の各区分の報酬単価による
算定を可能とする仕組みを導入する。

科学的介護推進体制加算を導入
　利用者の自立支援・重度化防止と尊
厳保持の観点から見直しを行った。リ
ハビリテーション・機能訓練、口腔、
栄養の取組みの一体的な運用を目指す。
寝たきり防止や褥瘡の管理、排せつの
自立支援を強化するとともに、看取り
の対応を充実させている。
　ケアの質を高めるために、CHASE・
VISIT を一体的に運用し、データの

収集・活用を進めていく。一体的な運
用に当たり名称を「科学的介護情報シ
ステム」（Long-term care Information 
system For Evidence：LIFE）に統一
する。
　取組みを進めるために「科学的介護
推進体制加算」を創設する。施設・事
業所の全入所者・利用者に係るデータ
を LIFE に提出するとともに、状態の
時系列変化などのフィードバックを受
け、事業所単位で PDCA サイクルに
より、ケアの質の向上を図ることを新
たに評価する。
　対象は、施設系（介護療養型医療施
設を除く）・通所系・居住系・多機能
系サービス。提出するデータは ADL
値や栄養状態、口腔機能、認知症の状
況等。このデータの提出で、利用者１
人につき月40単位を算定できる（施設
系サービスでは加算（Ⅰ）になる）。
　施設系では、さらに疾病・服薬情報
等のデータを提出する場合に算定でき
る加算 ( Ⅱ ) を設定する。老健施設や
介護医療院は、利用者１人につき月60
単位を算定できる。

長期療養生活移行加算を創設
　介護医療院では、長期入院患者の受
入れを推進するため、長期療養生活移
行加算（60単位／日）を新設する。入
所した日から90日間に限り算定が可能
だ。
　算定要件では、◇入所者が療養病床
に１年間以上入院していた患者である
◇入所に当たり入所者及び家族等に生
活施設としての取組みについて説明す

る◇入所者及び家族等と地域住民等と
の交流が可能となるよう、地域の行事
や活動等に積極的に関与している─こ
とを求める。
　療養病床の一部を介護医療院に転換
して、療養病床の患者を受け入れる場
合にも算定を可能とする。
　移行定着支援加算は、2020年度末に
廃止する。
　介護医療院の薬剤管理指導（350単
位／回、週１回、月４回まで算定可能）
において、LIFE に入所者の服薬情報
等を提出し、そのフィードバックを処
方に活用する場合の加算を新たに設け
る。同月の最初の算定時に、20単位を
加算できる。

介護療養型の基本報酬引き下げ
　介護療養型医療施設（老人性認知症
疾患療養病棟を除く）について、令和
２年度診療報酬改定の医療療養病床の
評価の見直しを踏まえ、基本報酬を引
き下げる。
　介護療養型医療施設から介護医療院
等への移行計画の提出を求め、計画を
提出していない場合の「移行計画未提
出減算」（▲10％／日）を導入する。厚
労省が示す様式を用いて、2024年４月
までの移行計画について半年ごとに都
道府県への提出を求める。最初の提出
期限は今年９月30日。以後、半年後を
次の提出期限とする（2023年９月30日
まで）。これを満たさない場合は、基
本報酬から１日当たり10％の減算とす
る。減算は、次の計画の提出期限まで。

給付費分科会が2021年度介護報酬改定案を了承し答申
すべての介護サービスに９月まで0.1％を上乗せ

■ 現在募集中の研修会（詳細な案内は全日病ＨＰをご参照ください）
研修会名（定員） 日時【会場】 参加費 会員（会員以外） 備考

全日病ＷＥＢセミナー【第６弾】
どうする？　病院給食問題�（100施設）

2021年３月11日（木）
【オンライン開催】

11,000円（税込）
１施設４名まで同ＵＲＬで入室可

委託事業者の撤退や大幅な赤字等多くの課題を抱える病院給食をめ
ぐり、給食事業者側と病院側からの講演に続き、総合討論及び質疑
応答を行う。

全日病ＷＥＢセミナー【第７弾】
働き方改革と病院総合医育成
～コロナは誰が診る？～� （100施設）

2021年３月25日（木）
【オンライン開催】

11,000円（税込）
１施設４名まで同ＵＲＬで入室可

討論①「あなたが考える働き方改革とは？」、討論②「医師間のタス
クシェアリング＝病院総合医は機能する？」、討論③「コロナはどう
やって診る？誰が診る？」の構成で、コロナ対応の働き方を考える。

病院管理者のためのユマニチュード
（認知症対応メソッド）� （100名）

2021年３月20日（土）
【オンライン開催】

13,200円（17,600円）
１名当たりの参加費

高齢者認知症の対応として、患者・家族にとっても、職員モチベー
ションにも役立てられる「ユマニチュード」をテーマとした研修。

　厚生労働省は２月14日、米国ファイ
ザー社の新型コロナウイルスワクチン
を特例承認したと発表した。日本で初
めて、新型コロナワクチンの製造・販
売が承認された。承認されたのは、ファ
イザーとドイツのビオンテックが共同
開発したメッセンジャー RNA ワクチ
ン「コミナティ筋注」（一般名：コロナ
ウイルス修飾ウリジン RNA ワクチ
ン）（有効成分名：トジナメラン）。
　２月12日に開かれた薬事・食品衛生
審議会の医薬品第二部会で、国内の臨
床試験の結果を踏まえ、有効性と安全
性を確認した。16歳以上を対象とし、
３週間の間隔で２回接種する。マイナ
ス75度の超低温状態で保管する必要が
ある。医薬品医療機器等法に基づく特
例承認で、昨年12月の申請から２カ月
というスピード承認だった。政府は
ファイザーとの間で、年内に約１億
4,400万回分のワクチンの供給を行う
契約を結んでいる。
　翌15日、厚生科学審議会は予防接種
法に基づきファイザーの新型コロナワ

クチンの接種を行うことを了承。接種
期間や接種対象などを決めた。16日に
予防接種法の政省令の改正が公布・施
行され、田村憲久厚労大臣が接種を指
示した。
　田村厚労相は16日の会見で、「まず
は医療従事者向けの先行接種を始める。
その後、各自治体で体制を整備しても
らいながら、高齢者、基礎疾患をお持
ちの方、介護施設等の従事者、そして
一般の方に接種する」と述べた。
　河野太郎行政改革相も同日、ワクチ
ン接種について会見し、翌17日から約
４万人の医療従事者に、先行的に接種
することを発表した。そのうち２万人
に、継続的に健康状態を観察日誌に記
入してもらい、ワクチン接種の安全性
を調査することも明らかにした。
　17日の朝、日本で初めての新型コロ
ナウイルスのワクチン接種が国立病院
機構・東京医療センターで始まった。
最初に接種を受けた新木一弘院長は、
接種直後に「私は注射が苦手だが、全
然痛くなかった」と報道陣に笑顔を見

せた。新木院長は、「新型コロナワク
チンを広く国民の皆さんに使ってもら
うため、我々のデータも含め、先行研
究の貴重なデータが解析されて役に立
てば、ありがたい」と述べた。

ワクチンの接種期間は約１年間
　新型コロナワクチン接種の期間は、
２月17日から2022年２月28日までの約
１年間。15日の厚生科学審議会の分科
会で厚労省の担当者は、実施期間を１
年とすることについて「できるだけ早
く接種を終えるべきという意見と、猶
予期間を持つべきという意見のバラン
スをとって、１年という提案にした」
と説明した。
　全額を公費で賄い、自己負担なしで
接種できる。18日以上の間隔を置いて、
２回、筋肉注射する。ワクチンの接種
で十分な免疫ができるのは、２回目の
接種を受けてから７日程度経って以降。
現時点では、ワクチンの感染予防の効
果は明らかになっていないが、発症予
防効果は約95％とされている。

　予防接種の対象者は16歳以上の人。
ファイザー社のワクチンの適応対象が
16歳以上であることによる。ただし、
他の予防接種と同様に、明らかな発熱
がある人や、重篤な急性疾患にかかっ
ている人は接種不適当者とする。
　接種対象には妊婦も含まれるが、妊
婦には接種の努力義務は課さない。
ファイザー社のワクチンが胎児に与え
る影響は必ずしも明らかになっていな
いため、接種を慎重に判断できるよう
にするためだ。厚労省は、「安全性に
関して情報が得られ次第、情報提供を
行っていきたい」としている。
　先行接種の後に続く接種対象者の順
番は、①医療従事者②高齢者（2021年
度中に65歳に達する、1957年４月１日
以前に生まれた人）③高齢者以外で基
礎疾患を有する方や、高齢者施設等で
従事されている人④それ以外の人―と
なる見込み。

新型コロナウイルスワクチンを日本で初の承認
厚労省 ２回筋肉注射し、発症予防効果は約95％。

ワクチン接種を受ける新木院長（東京
医療センター）。
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